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研究成果の概要（和文）：本研究では、国内外における木質バイオマス事業や森林・林業に関す
る事例に基づいて、フロー・ストック型事業モデルを提示するとともに、その事業モデルに基
づいて事業化の可能性を評価していくための情報システムモデルを構築した。以上の研究を通
じて、これらのモデルが、事業関係主体が新規事業計画を設定したり、その事業を詳細に評価
するために有用であることを明らかにした。 
 
研究成果の概要（英文）：In this study, I presented the flow and stock typed business model 
using examples from woody biomass projects, and forest and forestry in Japan and 
overseas. And, I developed an information system model that could evaluate the possibility 
of the industrialization from the business model. Thought such study, I proposed that these 
models were useful for different biomass interests to make a new project planning, and 
evaluate the project in detail. 
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１．研究開始当初の背景 
本研究の着想を得た背景には、日本が『京

都議定書』の削減目標の達成を目指している
にもかかわらず、現在展開されている多くの
バイオマス事業が有効的かつ効率的に運営
されていないこと、そして現在森林管理が不
十分であるために、削減目標として設定され
ている基準年排出量 3.8％分を森林吸収源に
算入することが難しいこと、という問題があ
る。この削減目標の達成には、カーボンニュ
ートラルという特性を生かしたバイオマス

事業を維持・継続すべきである。しかし、こ
の事業を維持・継続し、上記の問題を解決し
ていくためには、事業対象地域における事業
関係主体である行政組織（自治体）、事業者
（公的組織あるいは民間組織）、市民・住民
組織（住民・NPO）の 3 主体が協働体系を築
いていくこと、また、林政・林業とも連携し
て、地域・産業の振興、新たな収益獲得、森
林の機能や価値を高めていくこと、という視
点が必要不可欠である。これまでの研究では、
木質バイオマスエネルギー事業導入を支援
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する環境会計情報システムの構築のための
基礎モデルについて検討してきたが、林業と
の連携や、森林の機能・価値への影響評価を
考慮に入れていない。そのために、本研究で
は、木質バイオマス事業としての実効性を持
たせるために、林政・林業で扱われる森林資
源である「ストック」の視点を加味した事業
モデルとそれを支援する評価システムモデ
ルに着目し、その検討を行う。 
 
２．研究の目的 
日本の温室効果ガス排出量は、京都議定書

の規定による基準年よりも 6％以上増加して
いるために、本議定書の削減目標の達成には、
2008年～12年までの排出量を 12％以上削減
することが必要である。その目標達成に向け
て、本議定書では、基準年排出量の 3.8％を
森林吸収源として算入できることを定めて
いる。そこで、森林吸収を高めるためには、
各地域において、地球環境保全機能等の森林
機能を維持・向上させる森林管理が急務とな
っている。しかし、研究・調査対象地域の１
つである兵庫県丹波市での調査によれば、立
木や良質の間伐材の価値下落による収益減
少や、森林組合員等の森林管理者の人手不足、
高齢化、後継者不足等により、その管理者は
森林管理へのやる気を失い、また、組合組織
の運営が危機的状況に陥っているのが現状
である。日本各地には、丹波市のような問題
を抱え、森林管理が十分に行われていない地
域が多いために、こうした地域における森林
の機能や価値は維持・向上されていないと考
えられる。 

以上の問題を解決し、本議定書の削減目標
を達成していくためには、各地域における森
林の機能や価値を維持・向上させて森林吸収
力を高め、また、その管理者が新たな収益獲
得も期待できる事業モデルの構築が必要不
可欠となる。本研究では、有効利用率の低い
間伐材や支障木等を用いた木質バイオマス
エネルギー事業プロセスに、森林の機能や価
値も高める林業プロセスを加えた事業モデ
ルと、それを採算性（経済面）、環境影響（環
境面）、雇用創造等（社会面）から分析し、
評価していくための会計情報システムモデ
ルを検討対象とする。 

欧米や日本におけるこれまでの木質バイ
オマスエネルギー事業に関する研究は、バイ
オマス変換技術の開発、バイオマスエタノー
ルのようにバイオマス事業による食料問題
の検討、洞爺湖サミット等の国際会議の動向
を加味した環境政策・合意形成の方法等のよ
うに理工学、農学、政治学・行政学の視点か
らの研究が中心に行われている。なお、林
政・林業に関する学問領域においても、バイ
オマス事業との関係性については十分に研
究されているとは言いがたい。したがって、

ここでは、これまでの研究成果も考慮に入れ
ながら、経営学・会計学の視点から、木質バ
イオマス事業と林業を結びつけたフロー・ス
トック型事業モデルと、それを支援する環境
会計モデルを検討し、また、この会計モデル
に基づいた情報システムを表計算等のソフ
トウェアを用いて構築していくことを目的
とする。 
 
３．研究の方法 

本研究では、まず、木質バイオマスエネル
ギー事業の先進地域であるスウェーデンと、
同国に倣い実施している日本において公表
されている報告書や諸文献を用いて、周囲が
森林に囲まれた地域内において自治体、事業
者、地域住民の 3 主体が協働体系をなして実
施している、あるいは実施検討している事業
の現状と特徴を調査し、その内容について整
理する。 

次に、この調査で明らかにしたスウェーデ
ンと日本の事業例や、両国における企業、地
域、林業を対象にした経営学や会計学の諸文
献を用いて、研究対象地域の事業を対象にし
た想定シナリオを作成する。そして、このシ
ナリオに基づいて、地域性を考慮に入れなが
ら、経済面（採算性）、環境面（環境影響）、
社会面（雇用創造等）の 3側面の業績が良く、
また、事業の維持・継続が期待できる事業プ
ロセスをいくつか提示する。 

最後に、この事業プロセスに優先順位を付
けて選別していくために行うシミュレーシ
ョンを可能にするとともに、その事業実施後
の業績を分析・評価できる環境会計モデルを
検討する。そして、表計算等のソフトウェア
を用いて、この会計モデルに基づいた環境会
計情報システムを構築する。 
 
４．研究成果 
（１）2009 年度 
本年度は、まず、日本の農林水産省や林野

庁が公表している調査報告書および統計資
料や、行政、事業者、市民がパートナーシッ
プをなして環境政策・事業を行っている国内
外の環境先進地域（日本では大阪府豊中市や
長野県飯田市、スウェーデンではベクショー
市やルンド市）の取り組みを整理した調査報
告書、著書、論文に基づいて、行政組織、事
業者、市民・住民組織の 3 主体が協働して、
木質バイオマスの利活用分や残存量を対象
とした政策や事業に取り組んでいく方法を
検討した。 
また、マテリアルフロー分析やライフサイ

クル・アセスメント、環境省や経済産業省で
公表されている環境（管理）会計、GRI
（Global Reporting Initiative）で公表され
ているサステナビリティ・レポーティング・
ガイドライン、バランス・スコアカードとい



 

 

った経済面、環境面、社会面の評価モデルに
関する報告書、著書、論文に基づいて、上記
の政策・事業を有効的かつ効率的に実施して
いくための支援システムを検討した。 

さらに、これら 2 つの検討結果や、現在地
域の林業振興に取り組んでいる兵庫県内の
森林組合や市役所で行ったヒアリング調査
の結果に基づいて、林業に木質バイオマス事
業を考慮した事業システムの実現可能性に
ついても検討した。 

以上の検討結果により、本年度では次の 2
点が明らかにできた。まず 1 点目は、上記 3
主体が将来的に協働して行っていく木質バ
イオマスを対象とした政策・合意形成や施
策・事業計画の作成、事業マネジメント、政
策への提言や参加を支援していくための評
価システムのモデル化である。次いで 2 点目
は、森林の機能や価値、そして、森林の二酸
化炭素（CO2）吸収量の販売も加味して展開
していく新たな事業システムとその評価シ
ステムの可能性である。 
以上の研究を通じて、本年度の成果として

は、本研究において明らかにすべき評価シス
テムの基礎モデル（フレームワーク）が提案
でき、次年度以降において取り組むべき研究
の視点や方向性がさらに明確にできたこと
である。 
 
（２）2010 年度 
本年度は次の 2 点を検討した。まず 1 点目

は、昨年度の研究成果、森林・林業関連の報
告書、サプライチェーン・マネジメントや林
業経営等の経営学の諸文献を用いて、森林・
林業プロセスを明らかにするとともに、その
プロセスを支援するための評価モデル（標準
原価計算モデル）を検討した。なお、この検
討にあたっては、森林・林業による地域活性
化策を推進している兵庫県丹波市を対象と
している。 

次いで 2 点目は、同市の行政組織（丹波市
役所）が公表している森林・林業関連施策（森
林・林業振興計画）に関する報告書に基づい
て、上記の評価モデルの施策・事業評価への
適用可能性について検討した。また、ここで
は、昨年度提示したバイオマス政策・事業評
価モデルとの関係性についても明らかにし
ている。なお、以上の検討では、現地調査や
文献調査を通じて、森林・林業およびバイオ
マス事業に関連する物量・貨幣の両データを
収集している。 
このように、本年度は、研究計画に示した

森林・林業およびバイオマスの両事業プロセ
スに基づくいくつかのシナリオは十分に検
討できなかった。しかし、今後そのシナリオ
を作成するための基礎や、収集したデータに
基づいて実施すべきシミュレーション評価
および実際の事業後の業績評価が可能な環

境会計モデルを検討できたことは、主たる研
究の成果といえる。 
 
（３）2011 年度 

本年度は、これまでの研究成果に基づいて、
次の 2 点について検討した。まず 1 点目は、
農・林業から多様なバイオマス資源が発生す
る青森県中南地域を対象とし、そのバイオマ
ス資源に森林や農作物といった既存資源を
加味したフロー・ストック型事業モデルを提
案した。 

次いで 2 点目は、戦略的協働体系を形成し
て意思決定を行うことを想定した事業関係
者が、上記の事業モデルをベースに作成した
いくつかの事業シナリオを分析・評価し、そ
の結果から事業対象地域に対して最適なシ
ナリオを決定できる評価システムとそれを
支援する評価情報モデルを、表計算ソフトウ
ェアを用いて構築した。しかし、構築した事
業評価システムと評価情報モデルといった
意思決定支援のためのツールを、事業関係者
に対して実際に利用してもらい、その関係者
からのさまざまな意見を加味しながら改良
する等、同ツールの実用可能性に関する研究
は十分に実施できなかった。 

このように、本年度は、研究計画にある森
林の機能・価値を考慮した木質バイオマス事
業評価システムの実用可能性に関しては十
分に検討できなかった。しかし、研究計画や
研究目的に示した木質バイオマス事業と林
業を連携させたフロー・ストック型事業モデ
ルと、それを支援する環境会計システムモデ
ルを提案できたことは、本研究において大き
な成果といえる。 
今後の研究では、事業関係者と一緒になっ

て、その事業対象地域に適した木質バイオマ
ス事業評価システムのモデル化を検討する
とともに、このモデルの他のバイオマス事業
への展開可能性についても明らかにする。 
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